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１．はじめに

１．１．研究の背景
　我が国の小学校教師の多くは、教員養成段階において

体育科の指導法、及び、教科内容に関する知識を十分に
は学んでいない現状にあると言える。我が国の小学校教
師が、全教科を担当すること、並びに、小学校教師の
中で中学校及び高等学校教員免許状 (保健体育 )を取得
している教師は極めて少ないこと (文部科学省，2018a)
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があげられる。また、小学校における体育専科教員の
配置状況は、およそ 95.3%の学校において 0人と報告
されている (スポーツ庁，2016)。こうした現状からも、
小学校において体育科の授業 (以下「体育授業」と略す )
を担う教師の多くが、体育授業に関する専門的知識を十
分に学んでいない、と言える。
　こうした現状への対応として、我が国では、文部科学
省が、体育授業の充実を図るための教師の指導を補助す
る指導資料を作成している。文部科学省の発行する「学
校体育実技指導資料」は、小学校体育科の運動領域に関
わっては、水泳運動系領域、表現運動系領域、ボール運
動系領域、体つくり運動系領域、並びに、器械運動系領
域について、指導内容、評価、及び、具体的な指導方法
に関する情報が示されている。また、「小学校体育 (運
動領域 )まるわかりハンドブック」(文部科学省，2011)は、
全ての領域について学年段階ごとの指導内容及び指導上
の留意点を示し、教師の理解を深めるための資料として
作成された。さらに、「小学校体育 (運動領域 )まるわか
りハンドブック」に対応する形の「デジタル教材」とし
て授業映像を含む指導に関する資料も提示されている。
　また、教育委員会と大学との連携による指導のための
資料も、小学校における体育授業の充実を図るために作
成されている。例えば、群馬県では、「体育指導が得意で
ない先生に、子どもたちが運動を好きになるための体育
指導の方法に関する情報を提供する」ことを意図して、「小
学校における体育授業プログラム」(以下、「体育授業プ
ログラム」と略す )が開発された (大友，2007)。開発に
おいては「体育授業実践に関する高い教授技術を獲得し
ていない教員が授業を実践しても、児童の運動に親しむ
愛好的態度を育成できる」ものであることに留意された。
さらに、大友 (2007)は、その効果を検証しており、「体
育授業プログラム」が、児童の運動に対する愛好的態度
の育成、並びに、活用した教師の体育授業に関する知識
及び効果的な教授技術の理解に対する効果を示唆した。
　他方、これらの指導資料の指導内容は、学習指導要領
に準拠して位置づけられている。とりわけ文部科学省の
発行した「学校体育実技指導資料」、あるいは、「小学校
体育 (運動領域 )まるわかりハンドブック」は、学習指
導要領の改訂、及び、全面実施に際し、改訂の要点等を
踏まえながら、その指導の具体的内容を示すものであっ
た。そのため、学習指導要領の改訂において指導内容に
修正、あるいは、変更が生じた際には、その内容に対応
した指導資料を作成する必要がある。また、体育主任あ
るいは教育研究会体育部等に所属していない小学校教師
は、現職段階において体育授業に関して学ぶ機会は極め
て少なく、様々な領域に対応した指導資料等を活用しな
がら体育授業について学ぶことを可能にしていく必要が
あると考えられる。
　そこで本研究では、前述の「体育授業プログラム」につ
いて、体つくり運動領域を対象に開発することとした。体

つくり運動領域は、2008年に改訂された小学校学習指導
要領解説体育編 (以下「08小要領解説」と略す ) (文部
科学省，2008)において、小学校第 1学年から高等学校卒
業年次まで全学年に位置づけられた。とりわけ 08年小要
領解説では、「体力の向上を図る」ことが重要な課題とさ
れ、体育科の授業時数の増加、並びに、体つくり運動が一
層重視された経緯がある。2017年 3月に改訂された小学
校学習指導要領 (以下「17小要領」と略す )(文部科学省，
2017)においては、低学年は、「体つくりの運動遊び」領域
として、「体ほぐしの運動遊び」及び「多様な動きをつくる
運動遊び」で構成されている。中学年は、「体つくり運動」
領域として、「体ほぐしの運動」及び「多様な動きをつくる
運動」で構成されている。また、高学年においては、「体
つくり運動」領域として、「体ほぐしの運動」及び「体の動
きを高める運動」で構成されている。さらに、17小要領並
びに小学校学習指導要領解説体育編 (以下「17小要領解
説」と略す )(文部科学省，2018b)では、「育成を目指す資質・
能力」が「知識・技能」、「思考力・判断力・表現力」、及び、「学
びに向かう力・人間性等」の三つの柱に整理され、指導内
容が三つの柱に沿って示された (文部科学省，2018b)。体
つくり運動領域に関しては、例えば、高学年の「思考力、
判断力、表現力等」の内容として、「自己の体の状態や体
力に応じて、運動の行い方を工夫するとともに、自己や仲
間の考えたことを他者に伝えること」が示された。とりわ
け高学年の「体の動きを高める運動」は、低・中学年にお
いて育まれた「各種の動きを更に高めることにより体力の
向上を目指すもの」(文部科学省，2018b，p.26)であり、「児
童一人一人が運動の楽しさを味わいながら、自己の体力に
応じた課題をもち」各種の運動に取り組むことが求められ
ている。小学校教師には、これらの改訂の趣旨を踏まえな
がら、自己の状態や体力に応じた運動の課題や行い方を工
夫する学習活動等の指導の工夫が求められていると考えら
れる。こうした学習指導要領の改訂趣旨を踏まえた教師の
指導資料を開発し、その効果を検証することは、小学校体
育授業の充実において緊要の課題であると言える。

１．２．目的
　本研究の目的は、小学校高学年の体つくり運動領域に
おける体の動きを高める運動を対象とした「体育授業プ
ログラム」を開発すること、並びに、開発した体育授業
プログラムが児童の授業評価に及ぼす効果を検討するこ
とである。なお、本研究では、「体育授業プログラム」
を活用した授業が、児童の運動有能感得点、並びに、診
断的・総括的授業評価得点に及ぼす効果を検証する。
　高田ほか (2003)は、「授業は学習者を主体に展開され
るものであり、学習者の体育に対する態度に肯定的に働
きかけることが重要な目標である」と述べ、授業改善の
有効な方法として「授業を経験した学習者に評価させる
こと」が授業改善に有効な授業評価法であると指摘する。
そこで本研究では、「体育授業プログラム」を活用した
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体育授業の効果検証として、児童の授業評価に及ぼす効
果の点から検証することとした。

２．方法

２．１．研究対象
　効果検証のための授業実践は、公立小学校 2校の第 5
学年 6学級及び第 6学年 3学級の計 9学級において行っ
た。効果検証の対象者は、本研究で作成した体育授業プ
ログラムを活用して授業を実践した 2小学校 9学級に
在籍する児童 286名であった。対象学級の授業者 (9名 )
及びデータ欠損を除く分析対象児童 (241名 )の属性は、
Table.1に示す通りであった。

２．２．実施時期
　効果検証のための授業実施時期は、2015年 11月か
ら 2016年 2月であった。各学校の授業実施時期は、
Table.1に示す通りであった。

２．３．実施単元及び指導内容の設定
　授業実践は、本研究で作成した体育授業プログラムを
活用して行った。本研究で作成した体育授業プログラム
は、体つくり運動領域「体の動きを高める運動」におけ
る「動きを持続する能力を高めるための運動」として持
久走を取り上げた単元 (以下「持久走単元」と略す )に
ついて、全 5時間で構成した。Fig.1は、実施した単元
の学習過程を示している。
　08小要領解説において持久走に関わっては、自己の
能力に応じて「無理のない速さ」で一定時間走ることが
指導内容として示されていた。今般改訂された 17小要
領解説においても、体つくり運動領域における体の動き
を高める運動の動きを持続する能力を高めるための運動
として、「無理のない速さ」で一定時間走ることが指導
内容として示されている。本研究で取り上げる持久走単
元は、「子供達に嫌われ、取扱いにくい教材であるとい
う指摘も多い」(小磯ほか，2015)。大友ほか (1995)は、

4年生から 6年生までの男女児童を対象とした態度調査
を実施し、児童が持久走を否定的に受け止めていること
を指摘した。そこで本単元では、自己の能力に応じたペー
スを保ちながら一定時間走ることができる、ことを単元
の学習目標として位置づけた。学習目標達成に向けて、
本単元では、ペースに関する学習、並びに、ペースを一
定に保つための走り方に関する学習を設定した。ペース
に関する学習では、自己の能力に応じて走る距離を決め、
距離に応じたペースを一定に保つことについて指導し、
学習カードを用いて自身のペースの状態を知り、その解
決に向けてペアでアドバイスし合う学習活動を行った。
学習カードは、ペースを記録し、自身の課題を見つける
ことができるように、(1)自身の目標とする走距離の選
択、(2)目標距離に合わせたラップタイムの目安、(3)実
際の通過タイムの記載、(4)ラップタイムの計算結果の
記載、及び (5)ラップタイムのグラフ化の記入欄を設け
た。また、ペアでの学習活動においては、1人が記録係
となり 1周ごとのタイムを学習カードに記録し、授業
前に記載したラップタイムを参考にしながら、ペースの
状態についてアドバイスする活動を行った。単元中盤の
3時間目及び 4時間目は、ペースを一定に保つための走
り方に関する学習を設定した。走り方に関する学習では、
榎本 (2010)の示した「長距離走技術の観点」を参考に、
走り方のポイントとして「背筋を伸ばすこと」、「目線を
下げないこと」、及び、「肘を後ろに振ること」の 3点を
指導した。走り方に関する学習では、3時間目に「背筋
を伸ばすこと」及び「目線を下げないこと」の 2点を指
導し、4時間目に「肘を後ろに振ること」を加えて指導
した。また、ペアでの学習活動において、記録者となる
児童が走っている最中のペアの走り方を観察し、ペース
に加えてアドバイスする活動を行った。Table.2は、本
単元における各時間の学習目標を示している。
　単元教材には、中村ほか (2007)及び岩田 (2012)の提
案した「3分間セイムゴール走」を参考に、「5分間セ
イムゴール走」を設定した。Fig.2は、本研究で実施し
た「5分間セイムゴール走」の概要を示している。「セ
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イムゴール走」は、各自の能力に応じて一定時間内に走
りきる距離を設定し、その距離に応じたスタート位置か
らスタートし、同じゴールに向けて走るものである。ま
た、1時間目で行う試しの測定での記録を元に「クラス
全員がワンステップアップする」ことを目指す点につい
ても指導し、集団での達成感を感じることができる個人
種目の集団化を意図した指導を行った。

２．４．体育授業プログラムの構成
　本研究で作成した体育授業プログラムは、大友 (2007)
の開発した体育授業プログラムを参照し、Table.3に示
す内容で構成した。

２．５．データ収集
　作成した体育授業プログラムの効果検証は、児童の授
業に対する評価の観点から行った。単元実施前 (以下、
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「単元前」と略す )及び単元実施後 (以下、「単元後」と
略す )に、岡沢ほか (1996)の作成した「運動有能感測
定尺度」、並びに、高田ほか (2000)の作成した「診断的・
総括的授業評価」を用いて質問紙調査を実施した。運動
有能感測定尺度は、「身体的有能さの認知」、「統制感」、
及び「受容感」の 3つの下位因子で構成され、各因子 4
項目合計12項目からなる質問紙調査である。回答は、「あ
てはまる (5)」から「当てはまらない (1)」の 5件法で求
めた。また、診断的・総括的授業評価は、「たのしむ (情
意目標 )」、「まなぶ (認知目標 )」、「できる (運動目標 )」、
及び「まもる (社会的行動目標 )」の 4つの下位因子で
構成され、各因子 5項目合計 20項目からなる質問紙調
査である。回答は、「はい (3)」、「どちらとも言えない (2)」、
及び「いいえ (1)」の 3件法で求めた。
　なお、本研究は、立命館大学における人を対象とする
研究倫理審査委員会の承認 (衣笠－人－ 2017－ 94)を
受けている。

２．６．データ分析
　データ分析は、回答を得点化し、下位因子の合計得点
の平均値及び標準偏差、並びに、全項目の合計得点の平
均値及び標準偏差を算出した。単元前及び単元後の得点
の変化を検討するために、分析対象者全体の得点につい
て対応のある t 検定を用いて平均値の比較を行った。
　また、各学級の授業を担当した教師の属性による効果
の差異を検討するために、授業者である教師の体育主任
及び体育部所属経験の有り群及び無し群の 2群に分け、
それぞれの学級に所属する児童の単元前及び単元後の得
点について、授業者である教師の群 (Group)及び調査
実施時期 (Time)を独立変数とし、各得点を従属変数と
する二要因分散分析を用いて平均値の比較を行った。

２．７．統計処理
　データの統計処理は、IBM SPSS 26.0 for Macを用
いて行った。有意水準は、5%とした。

３．結果

３．１．調査対象者全体の結果

　３．１．１．運動有能感調査の結果
　Table.4は、分析対象者全体の単元前及び単元後の運
動有能感得点の平均値、標準偏差、並びに、t 検定の結
果を示している。
　分析の結果、合計得点において単元前に比べて単
元後の平均値が、0.1％水準で有意に高値を示した
(t[240]=5.11, p<.001)。また、因子「統制感」(t[240]=3.25, 
p<.01)において 1%水準で、「受容感」(t[240]=5.95, 
p<.001)において 0.1%水準で、単元前に比べて単元後
の平均値が有意に高値を示した。因子「身体的有能さの
認知」については、単元前後の有意な変化は認められな
かった。

　３．１．２．診断的・総括的授業評価の結果
　Table.5は、分析対象者全体の単元前及び単元後の診
断的・総括的授業評価得点の平均値、標準偏差、並びに、
t 検定の結果を示している。
　分析の結果、合計得点において単元前に比べて単
元後の平均値が、0.1％水準で有意に高値を示した
(t[240]=5.27, p<.001)。また、因子「たのしむ (情意目標 )」
(t[240]=4.51, p<.001)、「まなぶ (認識目標 )」(t[240]=4.59, 
p<.001)、及び、「できる (運動目標 )」(t[240]=4.29, 
p<.001)において、単元前に比べて単元後の平均値が、
0.1%水準で有意に高値を示した。因子「まもる (社会
的行動目標 )」については、単元前後の有意な変化は認
められなかった。
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３．２ ．授業者の体育主任及び体育部所属経験による効
果の差異の検討

　３．２．１．運動有能感調査の結果
　Table.6は、授業者である教師の体育主任及び体育部
所属経験の有り群及び無し群それぞれの学級に所属する
児童の単元前及び単元後における運動有能感得点の平均
値、標準偏差、並びに、分散分析の結果を示している。
　授業者である教師の群 (Group)及び調査実施時期
(Time) を独立変数とし、児童の運動有能感得点の平
均値を従属変数とする二要因分散分析を用いて分析し
た結果、合計得点について交互作用が有意であった
(F[1,239]=4.70，p<.05)。そのため、単純主効果の検定
を行った結果、Fig.3に示す通り、体育主任及び体育部
所属経験有り群において単元前に比べて単元後の平均値
が、0.1%水準で有意に高値を示した。また、体育主任
及び体育部所属経験無し群において単元前に比べて単元
後の平均値が、1%水準で有意に高値を示した。
　また、因子「統制感」は、Timeの主効果 (F[1,239]=9.70，
p<.01)が 1%水準で有意であった。因子「受容感」は、
交互作用が有意であった (F[1,239]=9.88，p<.01)。その
ため、単純主効果の検定を行った結果、Fig.4に示す通

り体育主任及び体育部所属経験有り群、並びに、無し群
において、それぞれ単元前に比べて単元後の平均値が、
0.1%水準で有意に高値を示した。また、単元後において、
体育主任及び体育部所属経験有り群の平均値が無し群の
平均値に比べて、1%水準で有意に高値を示した。

　３．２．２．診断的・総括的授業評価の結果
　Table.7は、授業者である教師の体育主任及び体育部
所属経験の有り群及び無し群それぞれの学級に所属する
児童の単元前及び単元後における診断的・総括的授業評
価得点の平均値、標準偏差、並びに、分散分析の結果を
示している。
　授業者である教師の群 (Group)及び調査実施時期
(Time) を独立変数とし、児童の診断的・総括的授業評
価得点の平均値を従属変数とする二要因分散分析を用
いて分析した結果、合計得点について Timeの主効果が
0.1%水準で有意であった (F[1,239]=29.08，p<.001)。
　また、因子「たのしむ (情意目標 )」(F[1,239]=18.96，
p<.001)、因子「まなぶ (認識目標 )」(F[1,239]=24.16，
p<.001)、及び、因子「できる (運動目標 )」(F[1,239]=17.01，
p<.001)は、Timeの主効果が 0.1%水準で有意であった。
　因子「まもる (社会的行動目標 )」については、有意
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な主効果は認められなかった。

４．考察

　本研究では、小学校高学年の体つくり運動領域におけ
る体の動きを高める運動の持久走について体育授業プロ
グラムを作成し、児童の運動有能感得点及び診断的・総

括的授業評価得点に及ぼす効果を検討するために、単元
前後の得点の変化について分析した。

４．１．運動有能感得点の向上について
　運動有能感得点については、合計得点、並びに、下位
因子「統制感」及び「受容感」の得点において、単元後
に有意な向上が認められた。これらの結果から、本研究
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で作成した体育授業プログラムは、児童の運動有能感得
点の合計得点、並びに、「統制感」因子及び「受容感」
因子の得点を向上させることができたと考えられる。
　「統制感」は、「自己の努力や練習によって運動をどの
程度コントロールできるかと認知しているかを示す因
子」(岡沢ほか，1996)である。元塚 (2018)は、「統制感」
を高める授業の工夫の視点として「課題達成に向けた工
夫 (努力や練習 )とその成果の関係を視覚的に理解する
ためのボードや記録用紙の準備」、「工夫と成果の関係を
学習仲間と交換するための場と機会の設定」、及び、「工
夫と成果の関係の交換を促進するための肯定的な雰囲気
づくり」等をあげている。本研究で実施した持久走単元
では、学習カードを用いて自身の課題の発見に繋がるよ
うに指導した。また、各々の第 1時の試しの 5分間走
の記録から 1ステップアップすることを学習目標に位
置づけ、各時間のまとめにおいて 1ステップアップし
た児童を称賛する活動を行っていた。これらの手立てが
「統制感」の向上に有効に機能したのではないかと考え
られる。
　「受容感」は、「運動場面で教師や仲間から受け入れら
れているという認知」(岡沢ほか，1996)を示す因子で
ある。元塚 (2018)は、「受容感」を高める授業の工夫の
視点として、「仲間から肯定的に評価される機会や場面
の設定」、及び、「子どもたち相互の認め合いが積極的に
行われるための肯定的な雰囲気づくり」等をあげている。
本研究で実施した持久走単元では、学習活動において単
元を通してペアを組み、互いの走りや課題に対するアド
バイスを行う機会を設けた。ペアの走りに対してアドバ
イス、及び、応援すること、あるいは、ペアに対する一
言コメントを学習カードに記載させる等、ペアでの学習
活動が、児童の「受容感」の向上に有効に機能したと考
えられる。
　他方、「身体的有能さの認知」因子においては、単元
前後での有意差は認められなかった。この因子は、「自
己の運動能力、運動技能に対する肯定的認知」(岡沢ほ
か，1996)を示す因子である。本研究で実施した持久走
単元では、学習指導要領解説に示される指導内容を踏ま
え、自己の能力に応じたペースを保ちながら一定時間走
ることができることを単元の学習目標として位置づけ
た。「身体的有能さの認知」を高める授業の工夫の視点
として元塚 (2018)は、「個人技能の相対的評価から個人
内評価への変更 (評価内容の変更 )」、「週団体集団の競
争への変更 (競争形式の変更 )」、及び、「個人やチーム
記録の伸びによる競争への円光 (競争内容の変更 )」等
をあげている。評価内容の点については、各児童が単元
１時間目の記録から目標を設定したため対応していたと
考えられる。その一方で、体つくり運動領域の特性を踏
まえ、集団的達成としての「クラス全体での記録の伸び」
は位置づけたものの競争に関する内容は一切位置づけて
いなかった。この因子の質問項目には、「運動能力がす

ぐれていると思います」、「運動の上手な見本として、よ
く選ばれます」等が設定されており、児童自身が自己の
運動能力を肯定的に認知する機会を設定する必要がある
と言える。これらのことから、本研究の学習目標、学習
内容、及び学習活動においては、児童自身が自己の運動
能力を肯定的に認知する機会が十分ではなかったのでは
ないかと考えられる。岡沢らの一連の研究において、「身
体的有能さの認知」が、小学校中学年以降に顕著に低下
すると報告されており、本研究で開発した「体育授業プ
ログラム」においても改善が必要であると考える。

４．２．診断的・総括的授業評価得点の向上について
　診断的・総括的授業評価得点については、合計得点、
並びに、下位因子「たのしむ (情意目標 )」、「まなぶ (認
識目標 )」、及び、「できる (運動目標 )」の得点において、
単元後に有意な向上が認められた。これらの結果から、
本研究で作成した体育授業プログラムは、児童の診断的・
総括的授業評価得点の合計得点、並びに、「たのしむ (情
意目標 )」、「まなぶ (認識目標 )」因子、及び、「できる (運
動目標 )」因子の得点を向上させることができたと考え
られる。
　本調査尺度は、授業の目標及び学習指導との対応から
検討することが重要である (高田ほか，2000)。本研究
で実践した単元では、知識及び運動、思考力・判断力・
表現力、学びに向かう力・人間性等に関する目標を学習
目標として設定した。診断的・総括的授業評価得点の結
果から、これら学習目標については、一定の達成ができ
たことが示唆された。他方、「まもる (社会的行動目標 )」
因子においては、単元前後での有意差は認められなかっ
た。この得点については、単元前の段階において高い値
を示しており、単元後にも高いまま推移したと考えられ
る。これは、研究実施時期が年度の終盤にあたる時期で
あったことから、学級内の体育授業における学習規律等
が十分に確立されていたためではないかと考える。

４．３ ．授業者の体育主任及び体育部所属経験による効
果の差異について

　運動有能感得点及び診断的・総括的授業評価得点につ
いて、授業者である教師の体育授業に関する専門性の差
異から検討するために、授業者の教師の属性の点から分
析した。その結果、運動有能感得点においては、合計得
点及び「受容感」因子は交互作用が認められた。体育主
任及び体育部所属経験の有り群、並びに、無し群のいず
れにおいても単元後の有意な得点の向上は見られるもの
の、体育主任及び体育部所属経験の有る教師群は、特に
得点が大きく向上した。これは、同じ指導内容、指導計
画、及び、教材を位置づけた体育授業プログラムを用い
て授業を実践した場合、授業中に発揮される教師行動が、
児童の授業評価を含む学習成果を一層高める可能性があ
ることを示唆したと考えられる。とりわけ「受容感」の
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因子においては、教師の運動中の励ましや児童同士の励
まし等の項目で構成されており、教師の相互作用行動、
あるいは、教師が児童同士の励まし合い等を促す働きか
けを行うことが重要であると考えられる。そのため、体
育授業に関する専門的知識を十分に有していない教師に
おいては、授業中に求められる教師行動について学び、
その上で体育授業プログラムを活用することによって、
学習成果をより高める可能性があるのではないかと考え
る。
　これらの結果から、本研究で作成した授業プログラム
を活用した授業は、授業者である教師の体育授業に関す
る専門性に関わらず、運動有能感得点及び診断的・総括
的授業評価得点を向上させることができたと考えられ
る。これは、体育授業プログラムが、「体育授業実践に
関する高い教授技術を獲得していない教員が授業を実践
しても、児童の運動に親しむ愛好的態度を育成できる」
(大友，2007)ことを目的としており、本結果がこの目
的について一定の効果があることを示唆したと考える。

５．摘要

　本研究の目的は、小学校高学年の体つくり運動領域に
おける体の動きを高める運動を対象とした「体育授業プ
ログラム」を開発すること、並びに、開発した体育授業
プログラムが児童の授業評価に及ぼす効果を検討するこ
とであった。なお、本研究では、体つくり運動領域の持
久走について体育授業プログラムを作成し、「体育授業
プログラム」を活用した授業が、児童の運動有能感得点、
並びに、診断的・総括的授業評価得点に及ぼす効果を検
討するために、小学校 2校計 9学級の第 5学年及び第 6
学年の児童 241名を対象に効果を検証した。
　その結果、以下の 3点が示された。
　第 1に、運動有能感得点については、合計得点、並びに、
下位因子「統制感」及び「受容感」の得点において、単
元後に有意な向上が認められた。
　第 2に、診断的・総括的授業評価得点については、合
計得点、並びに、下位因子「たのしむ (情意目標 )」、「ま
なぶ (認識目標 )」、及び、「できる (運動目標 )」の得点
において、単元後に有意な向上が認められた。
　第 3に、運動有能感得点及び診断的・総括的授業評
価得点について、授業者である教師の体育授業に関する
専門性の差異から検討した結果、運動有能感得点及び診
断的・総括的授業評価得点のいずれにおいても単元後に
有意な向上が認められた。
　これらの結果から、本研究で作成した高学年の体つく
り運動領域の持久走単元の体育授業プログラムは、児童
の運動有能感及び運動に対する愛好的態度の獲得に一定
の効果があったと考えられる。他方、運動有能感におけ
る「身体的有能さの認知」については、有意な得点の向
上が認められなかったことから、この点についての修正

が必要であると考える。また、本研究では、効果検証と
して、単元前後の得点の変化を用いて本体育授業プログ
ラムの効果を検討した。そのため他の指導モデル等との
比較検証は行っておらず、本研究結果の限界点として考
慮すべき点である。体育授業プログラムを活用していな
い授業との効果の差異等については今後検討していく必
要があると考える。
　また、今後の課題として、次の 2点が考えられる。第
1に、体つくり運動領域について、他の学年についても
体育授業プログラムを開発し、6年間の系統性を踏まえ
た学習指導に繋げる必要がある。第 2に、本研究で作
成した体育授業プログラムを活用した教師が、体育授業
に関する知識及び教授技術についてどのように学ぶのか
についても、検討が必要であると考える。

付記

　本研究は、JSPS科学研究費補助金研究活動スタート
支援、課題番号：18H06422・19K21498(研究代表者：
宮尾夏姫 )の助成を受けたものです。
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